
01 01 03 01 年 月 日

（総合計画体系）

・

・

・

◇政策の概要

◇政策のコスト（千円）
予算
決算

人件費（A）
報酬（B）
年間経費(予算又は決算+A+B)

◇政策の指標

◇平成28年度の政策評価（政策の概要）

◇平成28年度の政策評価（政策の進捗・課題）

62%
36%

9%

38%
9%

0%
3%

0%
0%

目標
実績

16%

東日本大震災以降、強固な地盤を有し大規模地震による津波や液状化等の危険の少ない内陸部への移転を
希望する企業が多数あるが、受け入れ可能な工場用地がなく迅速な用地確保が急務になっている。そのため、
新東名高速道路浜松サービスエリア・スマートインターチェンジに近接する北区都田町川山地区において、市が
主体となって新たな大規模工場用地の造成等に着手した。

＜進捗＞ 計画通り

土地区画整理事業に係る先行買収として、平成28年度までに41.4haの用地を取得し、用地買収を完了した。
平成28年9月に土地区画整理事業の認可を受け、造成等に着手した。平成29年度には一部の区画を分譲し、
年度内の用地引渡しに向け、造成等の工事を実施する。

政策指標

工場用地整備進捗率(%)

分譲面積に占める売却済み面積の割合
(%)

単位

％

％

100

100

目標
実績
目標
実績

4,007,329 1,557,3856,595,564

H36
目標値

年度 H27 H28 H29

80,600

3,462,750 1,497,785
3,930,129

7,570,723
6,514,964

77,200 59,600

H28 H29H27

来訪者が浜松の魅力とおもてなしを実感し、リピーターが増えている。

多様な担い手による付加価値の高い農林水産業が行われている。

◆基本政策 世界の一歩先を行く産業・サービスの創造

企業用地整備事業費

「分野」 産業経済

30年後の姿 創造性と安定性を兼ね備えた浜松の産業が、世界経済を支えている。

東日本大震災以降、強固な地盤を有し大規模地震による津波や液状化等の危険の少ない内陸部への移転を
希望する企業が多数あるが、受け入れ可能な工場用地がなく迅速な用地確保が急務になっている。そのため、
新東名高速道路浜松サービスエリア・スマートインターチェンジに近接する北区都田町川山地区において、市が
主体となって新たな大規模工場用地の造成等を実施し、一部の区画を分譲する。

平成29年度
（管理番号） （担当課） （責任者）

10年後の目標 輸送用機器関連産業に次ぐ新たなリーディング産業が集積し、持続可能な地域経済が確
立している。

政策シート （政策名） 企業誘致の推進による産業集積の促進

（予算費目名）

（作成日）
1001701000 産業総務課 川合　比呂志 平成 29 7



01 01 03 01 年 月 日

◇政策実現のために実施する事業一覧

※人工単価（千円）正規7,000 再任用(h31)3,600 再任用(h26)2,600 非常勤2,800

計 ##### 1,497,785 8.0 1.0
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2,805 1.0

3

7.0 1.0

2
企業用地整備運営経費（一

般諸経費のみ）
9,805

1 新・産業集積エリア整備事業 ○○○ 1,547,580 1,494,980

事業名
総
合
戦
略

重
点
戦
略

主
要
事
業

事業費
（千円）

人工

正規
再任用
(31h)

再任用
(26h) 非常勤

7 1

完
了

コスト
（千円）

産業総務課 川合　比呂志

報酬
（千円）

平成29年度
（管理番号） （担当課） （責任者）

平成 29
（作成日）

001701000



01 01 03 01 01 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇事業の指標（H30：重点戦略最終年度、H31：総合戦略最終年度、H36：基本計画最終年度）

H29 H30

H27 H28 H29 H30 H31 H36

重点戦略項目No

100
0 0

H28 H29 H30

62

52,600
7.0
1.0

9.0
2.01.0

9.4

38
H28

100
H36

92
H31

81

1,494,980

700,000
794,980-626,831

69,400

3,459,668
3,927,982

7,567,126
6,513,169

正規

非常勤
再任用(h26)
再任用(h31)

H29H28
予算

一般会計繰入金
一般財源
その他
市債

決算

実績値

目標値

実績値

年度

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系

H31

重点戦略項目No

目標値

年度 H27 H28 H36

実績値

目標値 0 3

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系

9 40 61
年度 H31 H36

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No
分譲面積に占める売却済み面積の割合（％） - 3

H27

H30
-

実績値 9 36
目標値 16

3
年度 H27

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No
工場用地整備進捗率(%)

H29

人工

7,140,000 2,770,000
1,157,982

国・県支出

人件費(報酬等) (千円)
人件費　(千円) 70,200

○ ○

事業費(千円)

Ｈ２５ Ｈ３３ 一般会計 自治事務（その他）
地域活性化総合特区（未来創
造「新・ものづくり」特区）

○

H27

東日本大震災以降、強固な地盤を有する内陸部への移転を希望する企業に対応するため、新東名高速道路浜
松サービスエリア・スマートインターチェンジに近接する北区都田町川山地区において、市が主体となって新たな
大規模工場用地の造成等を実施し、一部の区画を分譲する。

【重点戦略項目　No3】
〇工場用地開発事業
　・道路/調整池/造成等工事
　・街区確定測量
　・農水管付替
　・ガス整備負担金
〇下水道整備事業（負担金）
　・下水道整備負担金：下水道施設工事

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

事業シート （事業名） 新・産業集積エリア整備事業

（作成日）
001701000 産業総務課 川合　比呂志 平成 29 7 1平成29年度

（管理番号） （担当課） （責任者）



01 01 03 01 年 月 日

◇平成28年度の事業評価

・平成28年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

・ 事業の見直し
実施結果

/

今後の方向性

/
・戦略的な企業誘致を推進するため、企業立地担当との緊密な連携が求められる。
・インフラ整備に関し、民間、上下水、道路等の関係部局と整備協議会を立ち上げ、事業を円滑に推進していく。
・建設工事業務発注に際し、コスト縮減を進め、事業費を圧縮していく。

その他 事業費

・用地買収業務の縮小に伴い用地担当職員を減とし、今年度から実施する造成等の工事に対応するため、正規
及び再任用の土木技術職員を増員した。

大項目 改善 小項目 統合・再構築 縮小 人工 縮小

土地区画整理事業に係る先行買収として平成28年度には用地買収を完了し、土地区画整理事業認可を受け、
造成等の工事に着手した。
平成28年度末には一部区画の分譲を開始した。

大項目 改善 小項目 非常勤・再任用 縮小 人工 縮小

1平成29年度 （管理番号） （担当課） （責任者）

正規職員 事業費

【重点戦略項目　No3】
〇工場用地開発事業  【決算3,008,040千円（うち前年度繰越額717,003千円）】
　・用地買収及び移転補償費
　・仮換地指定
　・道路/調整池/造成等工事
　・画地確定測量
　・ガス整備負担金
〇下水道整備事業（負担金）　【決算919,943千円（うち前年度繰越額348,375千円）】
　・下水道整備負担金：下水道施設工事

指標の達成度

計画通り

001701000 産業総務課 川合　比呂志 平成 29 7
（作成日）



01 01 03 01 01 年 月 日

◇事業工程表（No.：重点戦略項目No）
H29 

（事業名）新・産業集積エリア整備事業

H30

3

・用地買収/移転補償
・区画整理事業認可
・公共施設実施設計
・埋蔵文化財発掘調査
・自然環境保全対策
・下水道(地区内)設計
・下水道(地区外)工事

・用地買収/移転補償
・仮換地指定
・公共施設工事着手
・造成工事着手
・一部区画の分譲開始

No. H27 H28
・公共施設工事
・造成工事
・下水道工事
・一部区画の分譲

・公共施設工事
・造成工事
・下水道工事
・一部区画の分譲

7 1平成29年度 （管理番号）
001701000 産業総務課

（担当課）

補助シート

川合　比呂志 平成 29
（責任者） （作成日）



01 01 03 01 01 年 月 日

◇取組概要

◇行財政改革の視点

◇行財政改革の進行管理（行政経営計画、個別計画等、政策・事業シートのうち、該当する項目に記載）

行政経営計画 取組番号

取組事項名

個別計画等 計画名等

政策・事業シート（以下の項目に記載）

◇行財政改革の指標・効果額

◇行財政改革の評価
≫

平成29年度 （管理番号） （担当課） （責任者） （作成日）

工場用地開発に伴う公共施設整備について、機能と総量の最適化を図るとともに、建設コスト縮減に取り組んで
いく。

　３　ファシリティマネジメントの推進

001701000 産業総務課 川合　比呂志 平成 29 7 1

行財政改革の取り組み （事業名）新・産業集積エリア整備事業

5%
指標（単位） Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 最終値

1 建設工事・関連業務委託縮減率 計画値 5% 5% (H30) 5%
実績値 7% 5%

5%

2 計画値

3 計画値
実績値

実績値
36,532 100,74915,300加算 6,041 42,876効果額（千円）

≪年度末の進捗状況 計画通り
【平成28年度】
工場用地開発に伴う公共施設整備について、機能と総量の最適化を図るとともに、建設コスト縮減に取
り組んだ結果、計画通り縮減できた。平成29年度も引き続き取り組みを進めていく。



01 01 03 01 02 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇事業の指標（H30：重点戦略最終年度、H31：総合戦略最終年度、H36：基本計画最終年度）

企業用地整備運営経費（一般諸経費のみ）

産業総務課 川合　比呂志 平成 29 7 1
（作成日）

001701000

新・産業集積エリア整備事業を円滑に推進する。

新・産業集積エリア整備事業を円滑に推進するための第三都田地区開発事務所の運営経費。

平成29年度
（管理番号） （担当課） （責任者）

事業シート （事業名）

根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分

－平成27年度 一般会計 自治事務（その他）

H27 H28 H29

事業費(千円) 予算 3,597 3,082 2,805
決算 1,795
国・県支出
市債
その他

2,147

一般会計繰入金
一般財源 1,795 2,147 2,805

人件費　(千円) 11,200 7,000 7,000
人件費(報酬等) (千円)

1.0
再任用(h31)

人工

正規 1.6 1.0

再任用(h26)

H29 H30 H31

非常勤

年度 H27

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No
-

H28

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系

H36
目標値

実績値

重点戦略項目No

H36H28 H29 H30 H31年度 H27
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系

実績値

重点戦略項目No

H36H28 H29 H30 H31年度 H27
目標値

総合戦略施策体系

実績値

重点戦略項目No

H36H28 H29 H30 H31

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

年度 H27
目標値

実績値



01 01 03 01 年 月 日

◇平成28年度の事業評価

・平成28年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

・ 事業の見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

産業総務課 7平成29年度 （管理番号） （担当課） （責任者） （作成日）
001701000

人工

1

新・産業集積エリア整備事業を円滑に推進するための第三都田地区開発事務所の運営経費。

指標の達成度

川合　比呂志 平成 29

人工

大項目 小項目 事業費

大項目 小項目 事業費



01 01 03 02 年 月 日

（総合計画体系）

・

・

・

◇政策の概要

◇政策のコスト（千円）
予算
決算

人件費（A）
報酬（B）
年間経費(予算又は決算+A+B)

◇政策の指標

◇平成28年度の政策評価（政策の概要）

◇平成28年度の政策評価（政策の進捗・課題）

46
45

目標
実績

年度 H27 H28 H29

0

既存産業である「輸送用機器関連産業」の高度化による、さらなる産業集積に加え、あらゆる産業の基盤技術と
なりうる「光・電子産業」や「健康・医療産業」、「農商工連携関連産業」、「環境エネルギー関連産業」、「デジタル
ネットワーク・コンテンツ関連産業」など、地域経済の柱となる成長産業が複数存在する複合的な産業構造への
転換を図り、持続可能な地域経済を確立するため、将来の産業需要に合った工場用地を整備するとともに、新
たなリーディング産業の誘致を進める。

＜進捗＞ 計画通り
第三都田地区工場用地は新規設備投資の計画がある企業に対し積極的なＰＲを行なうとともに、具体的に申し
込みを検討する企業に対して整備の進捗に合わせた情報提供を実施するなど、今後の分譲に向けた誘致活動
を実施した。
さらに、市内物件情報を求める企業に対して、企業立地マッチング支援事業制度を紹介し、民有地への立地に
関する支援も行ない、立地件数は目標に対し計画通りの件数となった。

政策指標

市有工業団地の分譲面積に占める売却

済み面積の割合

企業立地決定件数（累計）

単位

％

件

100

196

目標
実績
目標
実績

1,091,331 2,370,4051,494,340

H36
目標値

20
0

70

3

16
20
0

56,000 52,60063,000

1,089,656 2,317,805
1,035,331

1,594,745
1,431,340

◆基本政策 世界の一歩先を行く産業・サービスの創造

既存産業である「輸送用機器関連産業」の高度化による、さらなる産業集積に加え、あらゆる産業の基盤技術と
なりうる「光・電子産業」や「健康・医療産業」、「農商工連携関連産業」、「環境エネルギー関連産業」、「デジタル
ネットワーク・コンテンツ関連産業」など、地域経済の柱となる成長産業が複数存在する複合的な産業構造への
転換を図り、持続可能な地域経済を確立するため、将来の産業需要に合った工場用地を整備するとともに、新
たなリーディング産業の誘致を進める。

H28 H29H27

「分野」 産業経済

30年後の姿 創造性と安定性を兼ね備えた浜松の産業が、世界経済を支えている。

10年後の目標 輸送用機器関連産業に次ぐ新たなリーディング産業が集積し、持続可能な地域経済が確
立している。

（予算費目名） 企業立地推進費

平成29年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （作成日）

来訪者が浜松の魅力とおもてなしを実感し、リピーターが増えている。

多様な担い手による付加価値の高い農林水産業が行われている。

1001702000 産業振興課 袴田  幸保 平成 29 7

政策シート （政策名） 企業誘致の推進による産業集積の促進



01 01 03 02 年 月 日

◇政策実現のために実施する事業一覧

※人工単価（千円）正規7,000 再任用(h31)3,600 再任用(h26)2,600 非常勤2,800

計 ##### 2,317,805 7.0 1.0

25

24

23

22

21

20

19

18

17

16

15

14

13

12

11

10

9

8

7

6

5

4

3

2
企業立地推進運営経費(一般
諸経費のみ)

4,633 1,133 0.5

2,365,772 2,316,672 6.5 1.01 企業立地推進事業 ○○○

事業費
（千円）

人工
報酬
（千円）

正規
再任用
(31h)

再任用
(26h) 非常勤

事業名
総
合
戦
略

重
点
戦
略

主
要
事
業

完
了

コスト
（千円）

産業振興課 袴田  幸保 平成 29 7 1平成29年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （作成日）

001702000



01 01 03 02 01 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇事業の指標（H30：重点戦略最終年度、H31：総合戦略最終年度、H36：基本計画最終年度）

総合戦略施策体系 重点戦略項目No
市有工業団地の分譲面積に占める売却済み面積の割合（％）

H27 H28 H29 H30 H31 H36

H36

1,088,833
1,034,571

603,900

1,593,850
1,430,624

7.5正規

1,023,000

407,624

58,100

非常勤
再任用(h26)
再任用(h31) 1.0

0 0

70
H29

H27 H28

H29H28H27
予算

一般会計繰入金
一般財源
その他
市債

8.3
49,100

6.5

2,316,672

2,316,672

H29 H30

45

実績値

目標値

年度

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No
実績値

目標値

年度 H27 H28 H29 H30

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系

H31

重点戦略項目No
実績値

目標値 0 3 20 40 60 100
年度 H31 H36

- 5

実績値 16 46
目標値 20

企業立地決定件数（累計）〔件〕

88
H30

Ⅰ-1(2)イ 4
年度 H27 H28

196
H36

106
H31

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

人工

430,671

国・県支出

人件費(報酬等) (千円)
人件費　(千円) 52,500

○ ○

事業費(千円)

H15 - 一般会計 自治事務（その他）
浜松市企業立地支援事業費
補助金交付要綱ほか

○

決算

戦略的な企業誘致と立地支援により、優良企業の市内立地を推進する。

【重点戦略項目 No.４、５】
①企業誘致関連事業
優良な市外企業の誘致及び市内企業の流出防止のため、継続的な企業訪問活動に加え、第三都田地区工場用
地を中心に市外企業の誘致活動を強化する事業や企業に用地情報を提供する事業など各種企業誘致活動を実
施する。
②企業立地促進助成事業（補助金）
浜松市内に工場等を立地する一定の条件を満たす企業に対し用地取得費、新規雇用、設備投資に要する経費
の一部及び操業後の固定資産税等相当額を助成する。(浜松市企業立地支援事業費補助金)

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

事業シート （事業名） 企業立地推進事業

平成29年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （作成日）

001702000 産業振興課 袴田  幸保 平成 29 7 1



01 01 03 02 年 月 日

◇平成28年度の事業評価

・平成28年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

・ 事業の見直し
実施結果

/

今後の方向性

/ 拡大 人工 拡大
・今後、本格化する第三都田地区工場用地の分譲に伴い、首都圏での企業誘致活動を、はままつ首都圏ビジネス情報セン
ター、首都圏以外では業務委託先である(一財)日本立地センターを主体に、本庁と連携して企業誘致を実施する。
・企業立地促進助成事業（補助金）については、今後大規模案件の申請が見込まれることや第三都田地区工場用地の分譲
を行うことから申請額の増加が見込まれる。

縮小 人工 縮小
・第三都田地区工場用地への誘致を推進するため、専用パンフレット作成および新聞広告掲載などによりＰＲを強化した。
・工場用地を求める企業に対し第三都田地区工場用地以外にも、企業立地マッチング支援制度による物件情報提供を実施。
・企業立地促進助成事業（補助金）については、要綱に基づき支援を行ったが、昨年度より申請金額は減額となった。

大項目 現状 小項目 - - 事業費

大項目 現状 小項目 - - 事業費

【重点戦略項目 No.４、５】
①企業誘致関連事業
優良な市外企業の誘致及び市内企業の流出防止のため、企業訪問活動に加え、第三都田地区工場用地を中心
に市外企業の誘致活動を強化する事業や企業に用地情報を提供する事業など各種企業誘致活動を実施した。
②企業立地促進助成事業（補助金）
浜松市内に工場等を立地する一定の条件を満たす企業に対し用地取得費、新規雇用、設備投資に要する経費
の一部及び操業後の固定資産税等相当額を助成することにより、企業立地の促進を図った。(浜松市企業立地
支援事業費補助金)
③工場用地開発事業
企業集積に関する交通対策調査検討業務委託を実施した。

指標の達成度

計画通り

①企業誘致関連事業
第三都田地区工場用地について、企業訪問、展示会、新聞広告等でPRを行うとともに、委託により企業側の立
地意向を把握するための立地動向（意向）調査を実施。立地動向調査にて抽出した新規設備投資計画がある企
業等に対し、積極的に誘致活動を行なった。また、市内に立地を希望する企業に対し民有地を紹介する企業立
地マッチング事業等を実施し、平成28年度に30件の工場等の立地があった。
②企業立地促進助成事業（補助金）
促進事業費補助金について平成28年度に15件、635,766千円を補助し市内への企業立地の促進を図った。
③工場用地開発事業
工場立地が集中している北区都田地区（都田町、三方原町等）における主要な交差点の改良案の作成と交通安
全対策の検討を実施した。

平成29年度 （管理番号） （担当課） （責任者） （作成日）
001702000 産業振興課 袴田  幸保 平成 29 7 1



01 01 03 02 01 年 月 日

◇事業工程表（No.：重点戦略項目No）

5

企業立地支援事業費補
助金の交付

立地希望企業への支援

企業立地支援事業費補
助金の交付

立地希望企業への支援

企業立地支援事業費補
助金の交付

立地希望企業への支援

企業立地支援事業費補
助金の交付

立地希望企業への支援

No. H27 H28 H29 H30

4

企業の立地意向調査の
実施

事前PR活動の実施

工業団地分譲要領の検
討

工業団地の一部分譲開
始

事前PR活動の実施
（分譲後は誘致活動）

補助シート （事業名）企業立地推進事業

（管理番号）
001702000 産業振興課 袴田  幸保 平成 29

誘致活動の実施

工場団地の分譲継続

販売区画のPR活動の実
施

誘致活動の実施

工場団地の分譲継続

販売区画のPR活動の実
施

7 1
（担当課） （責任者） （作成日）

平成29年度



01 01 03 02 02 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇事業の指標（H30：重点戦略最終年度、H31：総合戦略最終年度、H36：基本計画最終年度）

産業振興課 袴田　幸保 平成 29 7 1

事業シート （事業名）企業立地推進運営経費(一般諸経費のみ)

平成29年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （作成日）

01702000

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

H27 H28 H29

事業費(千円) 予算 895 823 1,133
決算 716 760
国・県支出
市債
その他
一般財源 716 760 1,133

一般会計繰入金
人件費(報酬等) (千円)
人件費　(千円) 4,900 3,500 3,500

人工

正規 0.7 0.5 0.5
再任用(h31)
再任用(h26)
非常勤

H28 H29 H30 H31

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

H36
目標値

年度 H27

実績値

H28 H29 H30 H31

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

H36
目標値

年度 H27

実績値

H28 H29 H30 H31

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

H36
目標値

年度 H27

実績値

H28 H29 H30 H31

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

H36
目標値

年度 H27

実績値



01 01 03 02 年 月 日

◇平成28年度の事業評価

・平成28年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

・ 事業の見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

平成29年度 （管理番号） （担当課） （責任者） （作成日）
01702000 産業振興課 袴田　幸保 平成 29 7 1

指標の達成度

大項目 小項目 事業費 人工

大項目 小項目 事業費 人工


